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東京海上保安部

東京湾海難防止協会
東京地域連絡会

東京保安部からの連絡事項



東京海上保安部令和６年 東京管内 船舶海難発生状況

船舶海難発生分布図
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東京海上保安部

非動力船ver.

東京港の運河利用のルール・マナー

動力船ver.

各種リーフレットを活用した啓発活動①



東京海上保安部

海のウォッチングマップ

各種リーフレットを活用した啓発活動②



東京海上保安部１都３県居住者の海浜事故防止対策

 東京、埼玉、栃木、群馬（保安部管轄区域）から全国各地に赴いて
マリンレジャーを行う人々に着目

 多くの人が集まる場所のデジタルサイネージを活用
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１都３県から全国へ



東京海上保安部
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東京都教育委員会

栃木県教育委員会群馬県教育委員会

埼玉県教育委員会

１都３県の教育委員会を通じて、小学校～高校（全約5,100校）に
安全情報を周知、各家庭に展開

 海浜事故が多発する夏休みの前に効果的な安全啓発活動を展開

各都・県の居住者の事故事例を掲載し、
事故が身近にあることを理解してもらう。

18歳以下の海浜事故防止対策



東京海上保安部
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マリンレジャー活動に伴

う海浜事故
98 113 66

死者・行方不明者数 23 21 20
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【一都三県居住者】

全国の事故発生状況

,

【全国】

一都三県居住者の事故発生状況

〇事故者数は、735人(前年比37人減少)
〇うち18歳以下の事故者数は、112人(前年比7人増)

〇事故者数は、66人(前年比47人減少)
〇うち18歳以下の事故者数は、6人(前年比4人減)
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マリンレジャー活動に伴

う海浜事故
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令和４～６年における海浜事故発生状況



東京海上保安部

①東京港の運河利用のルール・マナーの周知

②発航前点検の徹底(業者による点検も周知）

③三枚洲付近海域の乗揚げ注意、適切な見張りの徹底

④積極的な広報の実施

⑤台風・低気圧等による走錨に起因する事故防止

令和７年度_海の安全運動活動方針（東京地区）


